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1．背 景

平成 7 年 11 月に「科学技術基本法」が施行された。
この法律は，我が国の科学技術政策の基本的な枠組みを
与えるものであるとともに，我が国が，科学技術の振興
を強力に推進していく上での基盤として位置づけられる
法律である。同法第 9条において，政府はあらかじめ科
学技術会議（その後，総合科学技術会議を経て，現在は
総合科学技術・イノベーション会議に改組。）の議を経
て「科学技術の振興に関する基本的な計画」（科学技術
基本計画（以下，「基本計画」という。））を策定しなけ
ればならないと定めており，平成 8年度以降，5年ごと
に基本計画が策定されている（第 1 期：平成 8～12 年
度，第 2期：平成 13～17年度，第 3期：平成 18～22年
度，第 4期：平成 23～27年度）。今年度からは平成 28

年度を初年度とする第 5期の基本計画策定に向けて，検
討を開始している。
第 4期基本計画の期間中には，ノーベル生理学・医学

賞（平成 24，27年），ノーベル物理学賞（平成 26，27

年）の受賞者を輩出するなど，4期 20年における基本
計画の顕著な成果が表れている。

しかしながら，ここ 10年ほどは世界の主要国と比較
して政府研究開発投資の伸びが停滞，産学官における組
織改革・規制改革の遅れや，各セクター間の壁といった
様々な制度的要因が露呈した。
平成 26年 10月に総合科学技術・イノベーション会議
が取りまとめた「第 4期科学技術基本計画フォローアッ
プ」1)によれば，特に，「科学技術を担う人材の育成につ
いては，第 3期基本計画以降，テニュアトラック制の導
入が進められているものの，新規採用教員数に占めるテ
ニュアトラック教員数の割合についての数値目標は未達
成であり，若手研究者の活躍の機会が十分に与えられて
いるとは言い難い。」としている。また，「若手研究者が
明確なキャリアを描けるようにするための人材育成施策
の一体的な取組や，産業界における博士課程修了者の活
躍促進も必要である。」とも指摘している。また，「政府
の役割としては，予算措置や規制・制度の改革等を通
じ，科学技術イノベーションの実現に意欲的な人材の多
様な挑戦や相互作用を促すとともに，それらを積極的に
受け入れることができる社会風土を実現することが重要
である。」とも述べている。
「科学技術ベンチマーキング 2015」2)（文部科学省 科
学技術・学術政策研究所）の報告でも，日本における論
文数の伸び悩みが見られるとともに，Top 10%補正論文
数，Top 1% 補正論文数の世界ランクが低下傾向にある
こと，世界の国際共著論文において，主要国の国際共著
相手における日本の存在感は低下傾向にあること等が指
摘されている。
研究現場は疲弊し，基礎研究力も低迷，世界の中にお

ける日本の科学技術のプレゼンスは劣後傾向にある。こ
の状況を打開するためには，危機感とスピード感を持っ
て，科学技術イノベーション政策を強力に推進する必要
がある。

2．最 近 の 動 向

第 4期基本計画の期間中に内閣府設置法が改正された
ことで，総合科学技術会議が「総合科学技術・イノベー
ション会議」へと改組され，第 4期基本計画で掲げられ
た，科学技術政策とイノベーション政策を一体的に捉え
る「科学技術イノベーション施策」の推進機能が抜本的
に強化された。さらに，科学技術基本計画に係る事務が
文部科学省から内閣府に移ったことに伴い，内閣府が基
本政策の方針から基本計画の閣議決定までを一気通貫し
て実施することが可能となった。したがって，第 5期基
本計画については，総合科学技術・イノベーション会議
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Fig. 1. (color online). Overview of the 5th Basic Plan of Science, Technology, and Innovation (draft report).3)



が今まで以上に司令塔機能を発揮することが期待されて
いる（Fig. 1）。
その一方，現下の最大かつ喫緊の課題である経済再生
に向けて，科学技術イノベーションの潜在力を活用する
ため，政策の全体像を示す「科学技術イノベーション総
合戦略」4)（以下，「総合戦略」という）を平成 25 年 6

月に決定した。これは，科学技術基本計画の中長期の方
針の下，各年度に重点的に取り組むべき項目を明確化す
るものであり，第 2次安倍政権発足以来，成長戦略の一
環として毎年策定し，閣議決定している。
平成 27年 6月には，平成 28年度が第 5期基本計画の

初年度を迎えることを踏まえ，同計画を先取りしつつ，
特に重点を置くべき施策を示した「科学技術イノベーシ
ョン総合戦略 2015」5)（以下，「総合戦略 2015」とい
う。）が取りまとめられた。第 5期基本計画と連動させ
ることで相乗効果を引き出し，中長期的な継続性を確保
しつつ，効果的・効率的に科学技術イノベーションを推
進していくことを目指すものである。ナノテク等を始め
とする共通基盤的な技術の先導的推進を図ることの重要
性も，継続して謳っている。
「総合戦略 2015」では，第 5期科学技術基本計画の円
滑な始動に向け，三つの政策分野（①大変革時代におけ
る未来の産業創造・社会変革に向けた挑戦，②「地方創
生」に資する科学技術イノベーションの推進，③ 2020

年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の機会を
活用した科学技術イノベーションの推進）を掲げてい
る。特に大変革時代の中，我が国の国際競争力を強化し
持続的な発展を実現していくことが大きな課題であり，
チャレンジングな研究開発への投資と人材の強化を進め
るとともに，個別のシステムが分野や地域を超えて発
展・統合・ネットワーク化された「超スマート社会」の
実現に向けて，我が国の強みを活かし幅広い分野でのビ
ジネス創出の可能性を秘める素材，ナノテク等の共通基
盤的な技術の先導的推進を図ることも重要であり，それ
らの技術の重要性や我が国の強み・弱み等を勘案し，重
点的に取り組むべき技術課題と達成目標および時期を明
確にし，関係府省の連携の下で戦略的に研究開発を推進
するとしている。
第 2部では，「総合戦略」や，その後継である「科学
技術イノベーション総合戦略 2014」（平成 26年 6月閣
議決定）の下で重点的に進めてきた取組の進捗等を把
握・分析し，二つの政策分野（①イノベーションの連鎖
を生み出す環境の整備，②経済・社会的課題の解決に向
けた重要な取組）において取り組むべき課題を定めて掲
げている。
さらに，第 3部では，総合科学技術・イノベーション

会議が司令塔機能を発揮し，資源の有効活用および政策
の PDCAサイクルを確実に実行するための取組につい
て記載している。

3．今 後 の 展 開

第 5期基本計画については，総合科学技術・イノベー
ション会議基本計画専門調査会において検討が進められ
ており，平成 27年 5月の「第 5期科学技術基本計画に
向けた中間取りまとめ」6)を経て，平成 27年 11月 24日
には「第 5 期科学技術基本計画（答申素案）」7)（以下，
「答申素案」という）が第 13回総合科学技術・イノベー
ション会議に報告されている。
答申素案では，目指すべき国の姿として「持続的な成

長と地域社会の自律的な発展」，「国および国民の安全・
安心の確保と豊かで質の高い生活の実現」，「地球規模課
題への対応と世界の発展への貢献」，「知の資産の持続的
創出」という四つを掲げ，基本方針（政策の 4本柱）と
して「未来の産業創造・社会変革に向けた新たな価値創
出の取組」，「経済・社会的な課題への対応」，「科学技術
イノベーションの基盤的な力の強化」，「イノベーション
システム創出に向けた人材，知，資金の好循環システム
の構築」を打ち出している。
また，「科学技術イノベーションと社会との関係深化」

のため，共創的科学技術イノベーションの推進や研究の
公正性の確保，「科学技術イノベーション政策の推進機
能の強化」として，大学・国立研究開発法人の機能強
化，総合科学技術・イノベーション会議の司令塔機能強
化についても述べている。
今後，平成 27年年末での総合科学技術・イノベーシ

ョン会議での答申を経て，平成 27年度内に第 5期基本
計画を閣議決定し，平成 28年度からの計画開始を予定
している。
我が国としては，科学技術イノベーション政策が効果

的・効率的に機能し，「世界で最もイノベーションに適
した国」となるべく，科学技術イノベーション活動の主
要な実行主体である大学および国立研究開発法人の改革
と機能強化を図るとともに，産業界も含めた多様な主体
や関係府省の取組を全体的に俯瞰し，国内外に向けて，
科学技術イノベーション政策を一体的かつ戦略的に推進
していく。表面科学やナノテクに関する本学会の皆様の
さらなるご活躍に期待しつつ，筆をおくこととする。
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